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１ ツバルに対する開発協力のねらい 
 （１）ツバルは南太平洋中央部に位置し、国土は北西から南東 に 676km にわたり

9 つの島が点在しており、各島の面積・人口規模とも非常に小さい。同国は国際場裡

における我が国の立場を支持するなど、我が国と良好な二国間関係を築いている。ま

た、同国は、我が国との間に漁業協定を有しており、我が国漁船が同国の排他的経済

水域（EEZ）で操業するなど、漁業分野での関係が深い。 
 同国は、国土のほとんどが環礁地帯から成り、最も高い地点でも海抜 5m ほどしか

なく、気候変動に起因する海面上昇の脅威に恒常的に晒されている。国土が広大な地

域に散らばり（拡散性）、人口規模も少ないことから国内市場が小さく（狭小性）、国

際市場から地理的に遠い（隔絶性）などの開発上の困難を抱えている典型的な小島嶼

開発途上国である。同国の島間の唯一の移動手段である船舶の航行も、その頻度及び

定期性が不足しており、国内の連結性にも困難を抱える。 
 （２）経済面では、水産業以外の目立った産業がなく、政府歳入は入漁料、関税収

入、ツバル信託基金運用益等に頼っており、同基金の効果的な運用及び歳入源の多様

化が同国の持続的な開発に求められる。また、首都フナフチへの急激な人口流入を背

景に廃棄物問題が深刻化しており、生活環境や自然環境が悪化している。更に人口増

加に伴う電力需要の急増に供給が追いつかず、効率的かつ安定的なエネルギー供給体

制の確保が急務である。 
 （３）ツバル政府は「持続可能な開発のための国家戦略（TE KETE）2021-2030」
を策定し、開発優先分野として、（開発を） 可能にする環境 （enabling environment）、
経済開発、社会開発、島と文化の発展、インフラ開発の 5 つの柱を掲げ、20 の成果

目標を設定している。また、2024 年 2 月に発足したテオ政権は、信頼のおける輸送

サービスの確保、安定したインターネット接続環境の構築、質の高い医療サービスの

提供、教育施設の見直し、社会的弱者の包摂性の向上、首都の人口過密及び廃棄物へ

の対処、インフラプロジェクトの促進などを優先的に取り組むべき開発課題として挙

げている。同国は、海面上昇に伴う国土消失に強い危機感を持っており、住宅地のか

さ上げ増設のほか、メタバース内に国を移転させる取組を行っている。 
 （４）こうした点を踏まえ、我が国は「太平洋・島サミット」（PALM）の枠組み等

を通じた継続的な協力により、同国の自立的・持続可能な開発の後押し及び二国間関

係の強化を図る。特にツバル政府が同国存続の最大の脅威と位置づける気候変動によ

る海面上昇といった問題への対処と経済開発のための国造りへの協力に同時並行的

に取り組む必要がある。なお、同国は大洋州に存在する台湾承認国３か国の一つであ

る。 
 



２ 我が国の ODA の基本方針（大目標）：気候変動による海面上昇及び島嶼国として

の脆弱性に留意した持続可能な経済成長基盤の強化に向けた協力 
 我が国は、ツバルの「持続可能な開発のための国家戦略（2021-2030）」や同戦略に

沿う形で 2024 年にテオ政権が発表した「21 の優先項目」及び我が国の PALM におけ

る協力方針を踏まえ、気候変動対策に資する協力及びインフラ整備や通信・教育等、

基礎的社会サービス向上のための経済成長基盤強化のための協力を行う。 
 
３ 重点分野（中目標） 
（１）気候変動対策 
 気象分野をはじめとした防災能力強化やディーゼル発電等の化石燃料を消費する

電源を主体とする電力システムから再生可能エネルギーを主体とする電力システム

への安定的かつ経済的移行に対する協力を実施する。それにより、気候変動及びそれ

に伴い激甚化・頻発化が懸念される災害や海面上昇による被害への対策を後押しする

と同時に、経済･社会開発の基盤構築に協力する。 
（２）脆弱性の克服 
 経済基盤インフラの開発・維持管理能力向上や学校等社会インフラの整備に資する

協力を行う。特に通信、海上輸送及び教育分野におけるインフラ整備、維持管理能力

向上を重点的に協力する。また、主要産業である水産業の振興に対する協力や海洋安

全保障分野での協力も行う。 
 
４ 留意事項 
（１） 同国が厳しい地理的条件（拡散性、狭小性、隔絶性）や自然災害・気候変動

（特に海面上昇）等に起因する経済脆弱性に直面しており、多くの面で開発上の

困難を抱えていることを踏まえて協力を行う。 
（２） 我が国は、主要ドナーである豪州、ニュージーランドをはじめとした他の援

助国・機関と積極的な意見交換を行い、援助の重複を回避するとともに、相乗効

果を生むような効果的かつ効率的な援助の実施に努める。2023 年、ツバルは、豪

州との間で気候変動・人の移動・安全保障に係る協定（ファレピリ連合協定）に

署名（2024 年 8 月発効。）、本協定により、ツバルは、大規模な自然災害、公衆衛

生上の緊急事態、軍事的侵略に対する豪州からの支援に加え、ツバル人が豪州で

居住、就労、就学できるよう専用の受入枠を得られることとなった。 
（３） 太平洋諸島フォーラム（PIF）の「ブルーパシフィック大陸のための 2050 年

戦略（2050 Strategy for the Blue Pacific Continent）」を踏まえて採択された

PALM10 の首脳宣言及び共同行動計画との整合性に留意し、同国の気候変動への

脆弱性も踏まえて案件形成に努める。案件形成に当たっては、「自由で開かれたイ

ンド太平洋（FOIP）」の推進の観点を考慮する。 
（了） 

別紙： 事業展開計画 


